
技術分類

技術名称 人工衛星を活用したインフラ点検技術 担当部署 福岡支店　営業企画部

NETIS登録番号 担当者 副島真一

社名等 日本工営株式会社 電話番号 092-475-7131

技術の概要

国の機関　 3　件　（九州　　0件　、九州以外　3件　）　
自治体　　　０　件　（九州　　0件　、九州以外　0件　）　
民　 間　　　０　件　（九州　　0件　、九州以外　0件　）　

 安全・防災　 　維持管理  　 環境　　コスト　　ICT　　品質　 　　　（該当分類に〇を付記）

日本の土木インフラ施設の多くは、老朽化が進み、その更新時期を迎える中、これまでの点検を継続さ
せることは、社会経済への負担が大きく、さらには、少子高齢化に伴う、技術者不足も重なり、将来的に
困難となっていくことが懸念されている。このような社会情勢を背景に、点検の省力化、コスト縮減の重
要度は高まっており、維持管理にかかる負担軽減を実現させる技術開発が急がれている。
日本工営では、平成26年度より戦略的イノベーションプログラム（SIP）の下、管理延長85,000㎞に及ぶ
長大な堤防の維持管理負担軽減を目的に、国土交通省近畿地方整備局　豊岡河川国道事務所が管理
する一級河川円山川を実証フィールドとして、JAXAと共同で、衛星を活用した堤防監視技術の開発を実
施した。

本技術は、JAXAが運用しているALOS-2により取得されるSARデータ（Lバンド）の位相値を利用して、干
渉解析を実施し、解析範囲の地形の変状量を計測する技術である。
解析原理は、二時期の電波距離の差から地盤面の変状量を解析により求めるものであるが、堤防の地
盤変化を精度よく観測するために、誤差（水蒸気遅延、参照標高データ、衛星軌道）要因の低減できる
時系列干渉解析により実施している。

１．技術開発の背景及び契機

技 術 概 要 書　（様式）

３．技術の効果

本技術による効果は、現在実施している堤防点検レベルの精度を得ることはできないものの、十分な点
検が実施できていない堤防の異常の有無を確認するスクリーニングや目視でとらえられない微小変位
箇所の定期観測などへの活用が期待できる。

４．技術の適用範囲

適用範囲は、堤防のみに限定されず、構造物や地表面の地盤変形量を広域を一括かつ定期的に観測
でき、その観測精度も高い。ただし、地形や地表面の状況から十分な反射の得られない範囲や衛星の
軌道からマイクロ波が到達しない範囲は、観測できない。

２．技術の内容

５．活用実績
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６．写真・図・表


